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現代ドイツ経済の位相と資本主義類型の多様性

一古内博行『現代ドイツ経済の歴史』を読む-
原田 淳
構造的失業問題に象徴される 70年代後半以降のドイツ経済の低成長，
いわゆる「ドイツモデルJの崩壊について その原因を分析する様々な
仮説，テーゼが提示されている。多くの論者によって既に指摘されてい
るように構造断絶仮説，長期波動仮説，社会国家原因説，資源価格高騰
説等々，それらは部分的に内容を重複しつつ主張されている九 w. 
1) 70年代の(西)ドイツ経済の停滞を論じた内外の包括的文献整理は，加藤浩
平「西ドイツにおける経済成長の停滞と『構造問題jJ (r経済と経済学j(東
京都立大学) 1988年， 62号)に示されているが，加藤氏によると OECDマク
ラッケン・グループ報告にみられる資源価格高騰説，財政的，規制的介入と
労働組合による過剰賃上げが市場に制度的動脈硬化をもたらしたとする「社
会国家」説，経済発展の長期トレンドに着目し，コンドラティフ等に依拠す
る長期波動説， F.ヤノシーの再構築仮説があげられており， W・アーベル
スハウザーの議論もまたこの長期トレンド説の中に位置づけられているが，
加藤氏自身はこれらの仮説のそれぞれについて論じているわけではない。加
藤論文は1970年代以降のドイツ経済の構造問題についての五大研究所の構造
報告のうち， 1984年の第 2回報告に依拠して国際競争力の低下を世界貿易の
構造転換に対する適応の遅れに，大量失業の原因を投資と企業収益の低下に
よる成長率の低下，労働コストの上昇，産業構造のサーピス化の遅れ，労働
市場の硬直性等にみている。同じく出水広一「西ドイツの国際競争力と構造
政策J (r経済系j(関東学院大学) 1985年， 143集)もまた五大経済研究所の
構造報告により，特に「西ドイツの国際競争力の弱化とそれに対する構造政
策的対応jを探ろうとするものだが，輸出の商品構造，地域構造という需要 
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アーベルスハウザーのいわゆる「再建テーゼJをめぐる最近の論争も又
この構造問題に関わって提示された仮説の一つであるが，ここには現代
ドイツ分析の重要な論点が多様に提示されている2)。すなわち(西)ド 
視角からの競争力分析に，資本集約度等の供給サイドからの分析を補完して
国際競争力の低下を論じている。葛見雅之「西ドイツの国際競争力の低下と
その対応策についてJ (r調査月報.](大蔵省) 1985年， 74巻4号)も同じく上
記の構造報告の紹介だが，国際競争力低下の原因について，マルク・レート
の上昇，賃金上昇，対GNP投資比率の低下，構造不況業種である鉄鋼，造船
業の再編困難，エネルギーコスト，労働者の経営参加による弊害，労働力の
質の低下等10の要因を列挙している。また相沢幸悦「西ドイツ経済の国際競
争力低下と今後の方向性j上・下 (r世界経済評論.]1986年， 5・6月)は， 70 
年代の停滞の根本的原因を IIFM体制の崩壊とオイル・ショックを契機とす
る世界的な不況Jに求めた上で，圏内的要因について高賃金，高福祉，設備
投資の停滞と設備資産の老朽化，産業構造のサービス経済化の遅れ，技術革
新を阻害した西ドイツの金融制度等をあげている。この場合国際的要因とし
ての資源高騰を基礎において，圏内的には高賃金・高福祉を東西対立の前線
に位置した西ドイツの政治的条件を考慮した上での社会国家の制度的要因に
おいている。五大経済研究所の構造報告に依拠した加藤，出水，葛見論文に
しろ相沢論文にしろ，結局において資源価格高騰説や社会国家制度説ないし
その複合説であり， ドイツ経済の歴史的規定性を強調する古内説は，確かに
これらの見解とは異なる独自性を有するといってよい。 
2)戦後ドイツ経済の再建と構造的停滞をめぐるアーベルスハウザーのテーゼに
ついては，すでに多くの論者がその独特の理論展開の意義について論じてい
る。古内氏自身，アーベルスハウザーの新著，Deutsche Wirtschaftsgeschichte 
seit 1945，2004を引用して， 1成長弱化jの新現象解明の試みとしての構造破
壊仮説，長期波動仮説，キャッチアップ仮説およびアーベルスハウザーの再
建仮説についてそれぞれの難点を指摘し， (16-17頁)，これらの仮説とは異
なる「独自の内容jをもっ見解を提示するとされる(7頁)。
アーベルスハウザ一理論の最も新しい展開は2006年3月東京大学大学院経
済学研究科・経済史研究会国際セミナー 11945年以降のドイツ経済ーその制
度的連続性Jのための原稿「連続性の再建一1945年以降のドイツ経済史の栄
光と悲惨J(千葉大学『公共研究.]，第 3巻第 1号，2006，6)および2006年
に千葉大学で企画された国際シンポジウム「ニューエコノミーへの道 ドイ
ツ・日本・アメリカ」におけるアーベルスハウザーの講演「経済文化の闘争
におけるライン資本主義J(千葉大学『公共研究.]，第 3巻第 3号， 2006・12)
と講演をめぐる総合討論に明らかである。「連続性の再建J論文においては，
三つの源泉から成る「経済の奇跡Jの説明モデルの批判の後，経済の特殊ド
イツ的組織形態(大銀行支配の金融システム，カルテル化された産業部門，
二元的職業教育システム，団体利害の調整システム等)は， 19世紀末に成立
した生産体制より一層効率的なものとなり， I連続性の再建は制度の領域でも 
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イツ経済構造のナチス期からの連続性と断絶性，つまり社会的市場経済
の起源とその歴史的位置づけ， r奇跡の経済成長」の核心としてのドイ
ツモデルをめぐる問題，第二次大戦後の経済復興とヨーロッパ統合の関
係，そこにおけるアメリカ資本主義の影響とヨーロッパの対抗，ないし
ドイツの独自路線，さらには資本主義の多様性か一極収数性化等の諸問 
完了したJ(108頁)とした上で，大量失業はこうした「団体調整的市場経済
モデルJがグローパルな競争圧力の下で柔軟性を欠き敗北した証拠ではなく，
大量失業の原因は「システムとは異質の」歴史的に膨張した無資格労働力の
過剰にあること (114頁)，従って「改革は既存の生産の社会システムに即し
て開始し，その強みをさらに拡大するものでなければならないこと J (115頁)
という周知のテーゼが展開されている。構造的失業問題の原因は， 60年代，
無資格単純労働力の導入という時代錯誤的経済政策の結果であるから，非熟
練労働者の高度職業教育の拡充による「逸脱した軌道の修正Jに失業問題の
解決を見るアーベルスハウザ一説については，シンポジウムの総合討論でも，
疑問が提示され主催者の雨宮氏のまとめでも，この点はアーベルスハウザー
氏の講演の中の「最もプロヴォカテイヴjな論点であるとされた。さらに注
目すべきは，雨宮氏がアーベルスハウザーの「文化闘争Jという用語の使用
に関連して，ニューエコノミーモデルの選択をめぐる「収数Jか「多様化」
という論争の背後には， I文化価値」選択をめぐる闘争が存在しており， Iポ
スト・フォーデイズムの『新しい経済』をただ単に成長からだけでなく，環
境と福祉の持続可能性という視点から見た時，いかなるニューエコノミーが
望まれるのかという問題意識」について指摘している点である
「経済文化の闘争におけるライン資本主義」においても団体調整的市場経済
のドイツモデルは，長期性と協調性にもとづいた生産体制であり，大量失業
はこの生産体制の弱さの証拠ではなく， Iシステムにそぐわない非熟練労働の
過剰にある jとして， ドイツの生産体制の比較優位が発揮できる局面，段階
の示唆すらなされている。
三ッ石郁夫「戦後ドイツの経済発展をめぐるアーベルスハウザー・テーゼ
の現代的意義J (r歴史と経済.1 198号， 2008年)は，経済構造の連続性の観点
からのナチ期の経済発展評価をめぐる「アーベルスハウザー・ブーフハイム
論争jの検討， ドイツ資本主義の特殊なあり方としてのドイツ的「発展経路J
の形成とその核心である生産の社会的体制，つまり制度的比較優位を示す
コーポラテイブな市場経済のドイツモデルの考察，最後にアーベルスハウ
ザー・テーゼの現代的課題について論じ， I生産の社会的体制」はドイツ固有
のものとして提起されつつ， Jグローパル化の中で， Iドイツからさらにヨー
ロッパ資本主義の『生産の社会的体制』へと拡充しうるのであろうかJ (55頁)
と聞い，資本主義の特殊性と共通性を認識する上でのドイツ経済史の占める
重要な位置を明らかにしている。 
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題がそれで、ある。
新鮮な問題提起に満ちた古内氏の著書もまたこのような国際的研究の
潮流を視野に入れてのことであるが 同時にこれらの諸説を検討した上
で，きわめて独自の分析視角の上に現代ドイツ経済論を構築したもので
ある。ここから導きだされる問題点は後に検討することにして，先ず序
章で示されている氏の分析の枠組みと問題意識 次いで本書の構成につ
いて明らかにしておこう。 
i(西) ドイツ経済史を論じるに際してその基本的枠組みとして J (3 
頁)示されているものは， iヨーロッパ問題jと「ドイツ問題」であり，
このこつの枠組みの交叉として(西) ドイツ経済史の展開が捉えられて
いる。「ヨーロッパ問題Jとは第一次大戦の総力戦の結果， i世界資本主
義の基軸的地位の座」から滑り落ちたヨーロッパ経済「復権Jの問題で
あり， iヨーロッパ統合の「歴史的起点Jもここに求められている。他
方「ドイツ問題Jとは19世紀末20世紀初頭 アメリカと並ぶ重化学工業
国として登場し，対外進出，広域経済圏構想にみられる「負の遺産Jを
もたらしつつも「ヨーロッパ経済の推進軸J 産業起動力としてドイツ
経済の重みを示した「発展軌跡」をさす。
加えて「相即不離」の関係にある二つの枠組みによる分析は，先ずヨー
ロッパ統合の前史を1930年代に求める独自の理論展開として示され，最
後にドイツ経済の構造的問題の解明と展望を論じた部分において，再び
「ヨーロッパ問題jと「ドイツ問題」の屈折局面が示されて分析は完結
する。その意味で本書はきわめて綴密に理論的 歴史的に構成されたド
イツ経済論ということができる。
古内氏は分析の枠組みをこのように設定した上で，一方における第二
次大戦前までの豊富なドイツ経済史研究，他方におけるEU経済の一環
としての統一ドイツの現状分析に比較して その谷間の戦後(西)ドイ
ツ経済史研究の研究蓄積の薄さを「自省的に捉えJ，戦後ドイツ経済史 
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の再検討を行うことに意義があること，とりわけ1970年代後半以降のド
イツ経済停滞の構造的要因について，研究史を展望しても明確な解明が
なされていないこと，ここにドイツ経済史に立ち入った「再評価」を加
える今日的課題があることという問題意識を提示されている。従って本
書は『現代ドイツ経済の歴史jと題されているが，単なる概説書ではな
い。新しい刺激的な論点を多様に含む研究書としての位置を占めるもの
である。 
E 
本書の構成はヨーロッパ統合とドイツ問題を論じた第 1章および総括
的な終章を別とすると第 2章「ドル条項とドイツ経済の復興j，第 3章
「経済の奇跡と EEC加盟への道」 第 4章 11966/67年不況と高成長の
窮り j，第 5章 11974/75年不況と変調の始まり j，第 6章「変調とドイ
ツ統一」の五つの章から成る。 1974/75年不況を論じた第 5章にもっと
も多くの頁が費やされているのは，今日のドイツ経済停滞の構造的問題
が， 1970年代後半に形成されること， 1974/1975年不況を契機にドイツ
経済の変調が現出するという古内氏の主張の核心的部分がここに展開さ
れているからに他ならない。そこで先ず各章の内容についてそれぞれ要
約した上で問題点を検討したい。
ヨーロッパ統合研究において画期的意義を有するとされる w.リプゲ
ンスの資料集に依拠して，ヨーロッパ統合の前史を第二次大戦期の統合
構想、に求めてその詳細を論じたのが第 l章である。その際統合構想、の起
点とされているのは， 1920年代つまり第一次大戦後「アメリカの世界資
本主義の主導的地位jに対する「没落したヨーロッパ経済の復権Jであ
り，ヨーロッパの地域主義的再生構想、とその不可欠な産業起動力として
のドイツ経済の「中核的地位jであった。 11920年代に形成された『ヨー
ロッパ問題』とトランスナショナルな地域統合構想j (42頁)は， 1930 
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年代から戦時期にかけてヨーロッパ統合の二大潮流を生み出す。すなわ
ち「ナチス・ドイツによるヨーロッパ統合(覇権的秩序と権力的な市場
再編の剛構造的統合)J と「各国レジスタンス運動の戦後統合構想(民
主主義的原則と自発的，同権的な加盟と共同市場形成の柔構造的統合)J
である。この二大潮流のせめぎあいの中で レジスタンス運動の統合構
想、が「精錬」されていく過程が明らかにされる。このレジスタンス運動
のヨーロッパ統合構想には，大市場構想，関税障壁の撤廃，単一通貨の
設定，商品・資本・労働力の移動等々，戦後経済統合に盛り込まれる要
素がすでに出揃っており その意味で第二次大戦期が戦後統合にとって
持つ画期的意義が確定されている (35-36頁)。同時にフランス，イタ
リア，ベネルックス 3国およびドイツを構成田とする戦後のヨーロッパ
石炭・鉄鋼共同体の発足に結実した統合構想は， ドイツの組み込みを
「不戦体制jの構築にとってのみならず， i経済的にも不可欠jという
基本認識を示した点で，まさに「ヨーロッパ問題Jと「ドイツ問題Jの
同時的解決という位置づけが与えられている。
「ドル条項問題Jをめぐってドイツ経済復興を論じた第 2章にも同じ
分析視点が貫かれている。第二次大戦の敗北から「強いドイツ=重化学
工業国」への急速な復活の契機は 一方においてアメリカによる対ドイ
ツ政策の転換を「上からの転換Jとすれば，他方において「ドル条項問
題jを契機にしての近隣各国からの「ドイツ経済を中心とする西ヨーロッ
パ経済の国際的貿易関連Jの再構築要求は「下からの転換」とされてい
る (51-52頁)。連合国管理理事会によって決められた「ドル条項問題」
とは「ドイツからの輸出をドル決済と義務づけるjと同時に「ドイツの
輸入の厳格な統制」を伴う内容をもち ドイツのドル圏への組み込みに
よるヨーロッパ貿易からの隔離と，ヨーロッパ諸国のドル不足の先鋭化
をもたらした問題を指す。ドイツからの輸出入の困難を媒介にして「ド
ル条項」は， iヨーロッパの心臓部としての重化学工業国ドイツの再生， 
88 (322) 

千葉大学経済研究第23巻第 2号 (2008年9月)
復活を待望する重要な要因J(52頁)となった。同時にそれは「占領費，
必須輸入品の支払いに充てる外貨を賠償以前に控除する優先控除原則」
に実質的内容を与えるものであり， I対外援助なしにドイツ経済が存立
する余地を確保するjものでもあった (53-54頁)。しかしドイツの経
済復興と西ヨーロッパ経済への復帰を核心的内容とするマーシャルプラ
ンと，貿易規制を課している「ドル条項jは矛盾以外の何者でもなく (73
頁)，そのなし崩し的廃止過程が考察される。ここで明らかにされてい
るのは「西ヨーロッパの国際的貿易連関への産業基軸国ドイツの復帰」
が「ドル条項問題jを媒介にして「ヨーロッパ内部からの復興構想とし
て具体化した」という点である (79頁)。
それでは西ヨーロッパの国際的貿易連関の中でドイツ「経済の奇跡」
はいかにして達成されたか，それが第 3章の内容をなす。(西)ドイツ
が奇跡の高度成長をとげた1950年代は，他方ヨーロッパ経済統合が著し
く進展した点においても「特別な位置Jを占めている。しかし古内氏に
よれば， (西)ドイツのEEC加盟は必ずしも自明のことではない。従来
この問題の研究史上での取り扱いは 「政治の優位」 つまり独仏関係の
改善，強化を軸にした西側統合路線強化をめざすアデナウアーの強力な
政治的指導力に求められているが氏はそれを「経済選択の問題jとし
て捉え直し， 1950年代の(西) ドイツ貿易構造の考察に重心をおいてこ
の問題を解き明かしている (86頁)01950年代中頃の(西)ドイツをめ
ぐる貿易関係の特徴は， OEEC，EPU的枠組みによる経済相互依存体の
形成であり，それは西ヨーロッパの工業的ニーズをドイツの工業力によ
り充足するシステムの一大支柱であることが統計資料の分析によって明
らかにされる (87-100頁)0 
次いでOEECとEPU的枠組みによる貿易連関の機構的限界が示され， 
EECが(西)ドイツにとっての新たな成長の枠組みの有力な選択肢と
なることが示される。氏はそのEEC加盟への(西)ドイツの経済的要 
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因として次の五つをあげて，この章をしめくくる。すなわち第一に 
EECはかつてのOEEC.EPU的枠組みによる「保護された市場Jに変わ
る新たな「安定的な成長機構Jとして位置づけられたこと，第二にドイ
ツの産業界にとって重要な二大市場であるフランス イタリアの開放経
済体制への大いなる期待があったこと，第三にEEC内部での域内相互
貿易の拡大は貿易摩擦を引き起こさずに輸出利益を確保しうる展望が
あったこと，第四に「覇権なきJ産業基軸国の途を歩むことができる可
能性が開けたこと，第五に総合的に判断して「ドイツモデルjの発展的
基盤が生み出されること つまり「成長モデルjの持続性を保証する展
望がEECによって切り拓かれたということである (10頁)0ところで
「経済の奇跡」の推進力となった貿易構造は，良質の熟練労働力と高い
技能を背景にした品質競争力を歴史的特質とする産業構造と関連してい
る。緩慢な需要変動に適合的なこの構造こそ50年代， 60年代の「ドイツ
成長モデル」を支えたものだが， Iこの成功体験が西ドイツ経済の弱み
に転化するJ(11頁)という指摘は 後の「ドイツ成長モデルj崩壊を
暗示する伏線である。 
E 
研究史上「正当な位置づけJがなされてこなかったとする1966/67年
不況について， I戦後政治体制や経済政策の基本的枠組みの組み換えJ
が生じたという意味で それは「戦後西ドイツ経済の一大転換点をなすJ 
(18頁)とする古内氏は第 4章での四つの基本的論点を示される。
第一に1966/67年不況に関する性格と形態的特質を明らかにすること，
第二に1966/67年不況が戦後西ドイツ経済にとっていかなる歴史的分水
嶺をなすのか，つまり「転形期jの内容を問うこと，第三に 1966/67年
不況と 1974/75年不況はどのような位置関係にたつのかということ，結
論を先取りして言えば， 1966/67年不況は， I需要サイド」の問題， 1974/ 
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75年不況は「供給サイド」の問題として位置づけられ， 1966/67年不況
は1974/75年不況に対する「過渡的不況J1中間的不況jとして位置づけ
られていること，氏が言われるようにこの点は「本書特有の論点」をな
す(120頁)のである。そして第四に私にとって極めて重要な論点をな
すと思われるが 11966/67年不況を境いにして戦後の政治体制や経済政
策の運営にどのような組み換えが生じたかjということ，まさに「社会
的市場経済の経済政策理念の基本的骨格に関する問題Jである。
すでにこれらの論点に示されているように， 1966/67年不況は需要サ
イドから生じたものとして捉えられているが そこに至る道筋はおよそ
次のとおりである。 1963-1965年の景気拡大に伴う経済活況は，一方に
おいて輸入需要増大による経常収支の赤字転化，他方において消費者物
価から卸売物価にまで及ぶ急激なインフレ傾向を生み出した。これらの
状況はドルやポンドの一時的安定という状況と相侯って，マルク投機要
因を沈静化させ，金融引き締め政策を可能とした。この際とられた徹底
的金融引き締めは， 1景気拡張に対して絶大な反転効果」をもち民開設
備投資，企業生産活動の収縮，失業者数，失業率の上昇に結果した。つ
まり IW投資の崩壊』と形容される異常な投資需要の萎縮が1966/67年不
況の原因である J(140頁)。これは需要サイドからの蓄積困難の浮上と
いう側面からの把握であるが，しかし同時に古内氏はいまひとつの重要
な蓄積制約要因を指摘している。超完全雇用の現出，余剰労働力の枯渇
による賃金上昇圧力と労働生産性の鈍化，それは超完全雇用状態に基づ
く西ドイツ経済の蓄積体制に関する「内的限界Jの露呈であり，供給サ
イドの困難な問題である。つまり古内氏の 1966/67年不況の位置づけは
「異例の規模jでの投資需要の落ち込みに主因があるが，労働力供給制
約という副次的要因を内在化させているという点でいわば複合的不況と
して捉えられていると言ってよい。
さてここにおける古内氏の1966/67年不況の評価は，西ドイツ経済の 
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基本的転換期をどこに求めるかという点でも，またシラーの総体的誘導
政策の評価という点でも，さらにはいわゆる社会的市場経済体制，その政
策理念の転換といった点でも検討すべき多くの重要な論点を含んでいる。
さてもっとも多くの頁が割かれている第 5章 11974/75年不況と変調
の始まり」は第 6章「変調とドイツ統一jとあいまって「西ドイツ経済
特有の問題性jを有する1974/75年不況の特質と，以後明確化してくる
ドイツ経済停滞の「構造的問題jを論じたものである。結論から先に言
うと， 1974/75年不況は1966/67年不況と異なり，投資需要の不足から生
じたものではなく， 1労働コストとエネルギーコストの複合的高騰Jに
よりもたらされた供給側の蓄積困難であること その背後にこの複合的
な蓄積条件の変化に不適合になった西ドイツ産業構造の陳腐化の問題が
あることが指摘される (181頁)。この指摘に本書の核心部分が端的に示
されているが，それは1974/75年不況を石油価格高騰により生じた世界
的同時不況として捉える従来の見解に対し， 1西ドイツ経済史固有の文
脈J(13頁)の上に捉え直すという氏の立脚点から導きだされた結論な
のである。
この「西ドイツ経済史固有の文脈jが意味するところは， 1970年代に
入つての「労働コストの不安定性J，つまり超完全雇用に起因する賃金
上昇圧力はもとより 協調行動後の労使関係の緊張激化による賃金高騰
圧力，さらに社会国家的政策の成果としてのフリッジベネフィットが加
わっての労働の高コスト化であり，その結果としての企業利潤率の圧縮，
経済停滞と物価上昇であった。これらの点が多くの経済指標で考察され
た後， 1西ドイツ経済の成長余力の喪失を示す代表的な経済指標」とし
て 11974/75年不況を一大分岐点とする失業率の急上昇とその下方硬直
性J(184頁)があげられ，このドイツ経済の「変調」には高成長を導い
た「蓄積システムの歴史的限界」が露呈したとされる。
この「ドイツモデル」といわれる蓄積システムの歴史的特質は19世紀 
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末第二次産業革命的発展要素(電気，化学，鉄鋼など)と量産化の20世
紀のアメリカ型発展要素の融合という産業基盤に基づくものであり (185
頁)， I経済の奇跡」の核心的内容をなすものだが，その成功体験がこの
蓄積システムを強固に維持，温存させ，産業構造の転換や技術革新の阻
害要因に転化する (194頁)。それは「内生的発展動力」の低下として「構
造化」されている。このことを端的に示すものは，需要変動に対する弾
力的機動性をなおざりにした特定顧客向け製品差別化戦略 (221頁)で
あって，それは生産過程のデジタル化やエレクトロニクス化の遅れと共
に，国際競争力の低下，投資の停滞，大量失業の三点に集約される今日
のドイツ経済停滞要因を形成する。 1970年代後半に生じた「変調」は構
造化されて統一ドイツ経済の現状をなお規定しているというこの視点は，
表面的な景気回復の虚構性の背後に問題の真因 (206頁)が潜んでいる
という氏の立脚点であり，研究史上の「楽観的ドイツ経済有力論」批判
者としての氏の「独自性jを示すものとなっている。ここには 1974/75
年不況を契機として蓄積体制における過去の「強みJが「弱み」に転化
した「構造問題」の顕現と統合後のドイツ経済の「変調jに対するその
規定性，つまり現代ドイツ経済の評価，さらには「ライン型資本主義j
概念の「歴史性」あるいは「普遍性」を問うことまで含めて多くの刺激
的論点が提示されている。
これまでの分析を総括した終章では社会的市場経済の再検討，言い換
えればいわゆる「ドイツモデル」の意味内容を新たに探る必要性が強調
されている。新たな「ドイツモデルJ追求の有力な選択肢として「ライ
ン型資本主義Jの発展形態が展望され，新ライン型資本主義とでもいう
べき新たな「ドイツモデル」が示されるのである。
古内氏の理論展開をあえてアーベルスハウザー・テーゼとの類型的対
比で示せば，両者いずれも構造連続説にたちつつも，アーベルスハウ
ザーの「ドイツ的発展経路」は 19世紀末形成の「団体調整的市場経済」 
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が戦間期，ナチス期を経由して戦後フォーデイズム導入による変形，
「発展経路jの逸脱として示されるのに対し，古内氏の「ドイツ固有の
発展軌跡Jは19世紀末第二次産業革命的発展要素と20世紀量産型アメリ
カ的発展要素の融合としての産業基盤が，戦後ドイツの成長モデルとし
て温存・強化され「歴史的限界Jに至る。アーベルスハウザーが「逸脱」
した軌道の回復にドイツ経済の復活の方向を見出すのに対し，古内氏は
温存強化された産業基盤の時代適応型への変革に将来展望を見るという
全く対照的結論に至っている。こうした古内氏の独自の視点による体系
的ドイツ経済論構築の研究史上の意義を確定した上で，二，三の論点開
示をおこなって結びとしたい。 
古内氏の考察が綴密な分析の積み重ねの上に，結局において1974/75
年不況を契機に明確化するドイツ経済の「変調jとその構造化，戦後「西」
ドイツモデルの「時代不適合性J新たな社会経済的条件に適合的な蓄
積システムへの展望という一点に収飲していく以上 本書をめぐる論点
もまた当然のことながら， 1974/75年不況の位置づけ，確定されたドイ
ツ経済の位相とその後の展望に関連して述べざるをえない。第一に先ず
「中間的不況J，I過渡的不況」として位置づけられている1966/67年不
況と 1974/75年不況の位置関係について，第二に将来展望として示され
る「ドイツモデル」の意味 内容について すなわち新段階に即応した
ライン型資本主義の発展形態の内実と資本主義類型の多様性をめぐる問
題について，そして最後にドイツ経済の今日的危機が反映されていると
思われる社会的市場経済の理論的 実践的修正を迫る最近の論争につい
てである。
これらの論点はいずれも相互に関連しているが先ず第一に「需要サイ
ド」の問題としてドイツ経済の「内的限界」が露呈された1966/67年不 
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況が1974/75年不況との関係で「中間的不況J I過渡的不況Jとして位置
づけられている点である。この点は1974/75年不況を契機にドイツ経済
の「変調」が顕在化し， I構造化Jするという氏の主張から導きだされ
た当然の結論とも言えるが，他方1966/67年不況には「戦後政治体制や
経済政策の基本的枠組みの組み換え」が生じた点を考慮して「戦後西ド
イツ経済の一大転換点」という位置づけが与えられてもいるのである 
(118頁)。古内氏の二つの不況の位置づけはあくまでもドイツ経済の構
造問題の発生という観点からみた位置づけと思われるが， 1966/67年不
況は，戦後ドイツが初めて経験した構造的不況という点でも，またシ
ラーの総体的誘導政策の登場によって，社会的市場経済政策，およびそ
の理念の修正が行われたという点でも，戦後ドイツ経済史における位置
づけは， 1974/75年不況と並ぶ意義を有していたのではないか。シラー
の総体的誘導政策の二大支柱，中期財政計画と協調行動(所得政策)の
ひとつ， I協調行動」が意味するところは，労働力供給の制約性の克服
であり，その「協調行動Jによる賃金抑制政策が70年代の労使関係の緊
張激化，山猫ストの多発に導いたといっ点からも 1966/67年不況が単に 
1974/75年不況の「先取りJ形態としてのみ位置づけられうるかという
問題がある。古内氏自身， I副次的要因Jとしてではあるが， I労働力の
供給制約jが成長制約要因として内在化し， 1966/67年不況を結果した
ことを認めておられる(145頁)。さらに言えば1966/67年不況が60年代
を分岐点としての労働力の量的，質的不足による賃金上昇，過剰投資を
抱えたままでの合理化投資の遂行，いわゆる石炭・鉄鋼業の構造的危機
等に示される戦後ドイツ成長条件の変化として循環的不況ではなく，構
造的不況として捉えられるとするならば，むしろ戦後ドイツ経済の「転
形期Jを画したその意味は大きいと思われる。
さて古内氏によって典型化された「ドイツモデルjつまり「経済の奇
跡」の核心， 60年代の高成長を推進した構造は，需要変動の激しい情 
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報・通信革命時代に不適合なものとして，その蓄積システムに歴史的限
界が見出されている。それでは新たに探られている「ドイツモデルJの
方向，その内容は何か。この点を「ライン型資本主義jあるいは「社会
的市場経済」の今日的位相をめぐる最近の議論とも関連させて考察して
みたい。「ドイツ社会が有する歴史的規定性に根ざす国民経済的個性と
もいうべき「ライン型資本主義jになお経済発展の有力な選択肢が与え
られているJ(237頁)。こう述べて氏はその内容をさらに展開し「生産
過程のデジタルから導き出される職人的技術のフレキシブルな発展性に
裏打ちされたJI品質差別化戦略Jと「情報通信技術を介したコスト戦
略jとのバランスの上に立つ新方向を示されている (237頁)。ここには
グローパル化の中でのドイツ経済の「独自の発展経路jが示されている
ようにみえるが，それはいわば新型ライン資本主義として，新段階に応
じた歴史性をもっ資本主義類型として位置づけられうるのであろうか。
ただ先端的IT技術の開発生産と低労働コスト利用のグローパル・ア
ウトソーシングの生産システムにより「再生jした90年代アメリカ，
ニューエコノミーを例証にあげて， I中位技術で高級化戦略を過度に追
究する」ドイツ経済との「次元jの違いを強調される視点は，新型ライ
ン資本主義のめざす方向がアメリカ型への「キャッチアップ」を目指し
ているようにもみえ， ドイツモデルの「独自性」追求との関係が関われ
ることになろう。この点はネオ・リベラルの収数化圧力と資本主義の多
様性志向の対抗という近年の議論とも関連してドイツ資本主義の位置づ
け，方向性として興味ある論点である。
また「生産過程のデジタル化から導きだされる職人的技術のフレキシ
ブルな発展性に裏打ちされた品質差別化戦略Jということが意味すると
ころは難解だが， 2003年，マイスター制度の見直しに関する法案が閣議
決定され，手工業マイスター，工業マイスターのかなりの職種について，
マイスター制度の事実上の廃止が目指されたこと3)は古内氏のいわゆる 
96 (330) 

千葉大学経済研究第23巻第2号 (208年 9月)
「ドイツモデルJの発展方向とどのように関連づけて整合的に理解しう
るであろうか。まさに職人的技術の核心が放棄されるという局面におい
て「フレキシブルな発展性」が望みうるかという問題であり，また「ド
イツ的伝統への回帰jを構造問題解決の鍵とするアーベルスハウザ一理
論にとっても全く逆方向への転回である。
これらの論点はグローパル化の中のドイツの独自路線の追求の問題，
いわば資本主義の多様性の問題として論じることができるが，この点に
関連してネオ・リベラルの一極収数性に対する対抗軸としてのEUとい
う構図の中で，さらにEUへのドイツの「同調Jないし「適応jがはら
む今日的問題性4)を産業立地問題としてのコーポレートガパナンスに見
ることができるが，ここでは論点開示のみにとどめたい。
さて最後に「ライン型資本主義Jの発展方向とも重なり合った議論で
あるが， I社会的市場経済」をめぐる最近の論争はまさにドイツ経済の
「変調jの反映といってよい。例えば環境的視点を考慮に入れた「エコ・
社会的市場経済論Jさらにはオイケン流二元論ではなく，多元論的な「非
市場経済学」の認識の導入といった議論の指摘である5)。これらの点は
ひとまず置くとして とりわけ興味深いのは社会的市場経済理論を構成
している「社会的平衡jと「市場 Jの二元的構成の有効性を問う議論で
ある。この場合「社会的」と「経済的」のいずれの要素に優位性を与え
るかという論争であり 市場原理の徹底社会的市場経済のさらなる修
正を求める議論の登場は今日のドイツ経済がおかれている今日的位相が
示されていて興味深い。それは古内氏の「ドイツモデル」の新しい発展
方向が， I社会的市場経済」の修正を求める最近の議論とどのような位
置関係に立つのかという論点を示すものでもある。 
3 )田中信世「ドツの経済構造改革J (r季刊国際貿易と投資J2004，春， 55号)55 
-59頁 
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若干の論点を指摘はしたが本書は理論的分析の枠組みを設定した上
で，詳細な理論的，実証的分析を加えて現代ドイツ経済の位相を確定し
将来展望を示した，研究史の空白をうめる貴重な業績であるといってよ
い。また現代ドイツ経済の構造的問題解明の理論的準備過程で提示され 
4)この点は「収数」か「多様化 Jの類型論争に関連して，雨宮氏の指摘してい
る論点，すなわちアーベルスハウザーは「経済タイプの聞の闘争におけるコ
ンフリクトラインがドイツとアメリカの聞によりもむしろ自己の内部『ドイ
ツとヨーロッパの真ん中を貫いて』走っていることを強調し静態的な類型論
を超えた視点を打ち出しているJ(前掲 「アーベルスハウザー・プロジェク
トと経済の未来J99頁)ことと関連している。
例えば共同決定制度をめぐるEU諸国とドイツの対抗関係がそれである。 
EUは2001年，ヨーロッパ株式会社 (EuropeanCompany，SE)法規則を採択
したが， ISEの設立は異なる加盟国の法により設立された複数の会社を当事
国jとするので，会社組織の基本事項については規則 (SE規則)，多くの問題
を抱える共同決定制度については，執行の段階で加盟国により広い裁量を与
えるための別立ての指令 (SE指令)が規律する(ヤン・フォン・ハン「ドイ
ツ共同決定制度のジレンマJ rジュリスト.11330号， 2007，3，15，38頁)， 
またドイツにおいて進行中の改革提案の一つベルリン・ネットワークのそれ
については「ベルリン・コーポレート・ガパナンス・ネットワーク，共同決
定の現代化のための12のテーゼJ(高橋英治，赤坂昇一郎訳『大阪市立大学法
学雑誌.151巻4号， 2005年， 233-235頁)，ドイツの共同決定制度に対する批
判的なベルリン・ネットワークの12のテーゼについての紹介と批判は，正井
章符「ドイツの共同決定制度に関する最近の動向J (r国際商事法務.1Vol 33， 
NQ7，2005)参照。特にEU統合下でのドイツ共同決定を問題にした第 3テー
ゼおよび第 4テーゼについての正井氏の批判 (4かー 41頁)参照。また正井章
符「ヨーロッパ株式会社における労働者の参加規制の新展開J(泉田栄一，関
英昭，藤田勝利編『現代企業法の新展開1信山社出版， 2001年所収)におい
てはEUにおける国境を超えた企業合併に対応するヨーロッパ株式会社法 (SE
法)の成立史と労働者参加に関する指令案の詳細な紹介がなされている。 
5)最近のドイツ経済の状況を反映した社会的市場経済論の多様な展開について，
例えば「エコ・社会的市場経済」の新たな構築や，オイケン流の二元論的秩
序理論に代わる多元論的「非市場経済学jの認識の導入の必要性についての
指摘は，野尻武敏「社会的市場経済;その理念と現実J(大阪学院大学， r経
済論集』第 9巻第 3号， 1995年12月144-146頁)。また「社会的なものJに対
する「経済的なもの」の優位を主張するA・グトウスキーと R.メルクライ
ンに対する批判者としてのH.ラムパートと A・ボセールトの論争について
は，石田一之 11980年代以降の社会的市場経済論の理論展開J (r琉球大学経
済研究.155号， 1998年， 202-204頁)参照。 
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た多くの新鮮な問題提起は，それぞれが独立した知的刺激に富む論点と
して今後のドイツ経済研究に寄与するものと思われる。 
(2008年7月9日受理) 
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